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第 1章 緒論 
1-1.研究の目的 
 






当てることが多い。その代表的手法が IQ（Individual Quota：個別割当）制度および ITQ
















































  ：単位努力量当たりの漁獲量       トン 日  
 
   ：漁獲物中の高価格魚の割合         
   ：漁獲物中の低価格魚の割合         
 
   ：高価格魚の価格 千円 トン  
   ：低価格魚の価格 千円 トン  
   ：単位漁獲量当たりの平均価格 千円 トン  
 
 E：操業日数 日 航海  
D：低価格魚の投棄量 トン 航海  
   ：低価格魚を一単位投棄するためにかかる費用 千円 トン  
 
     ：操業によって生じる可変費用 千円 航海  






うシンプルなものである。漁獲金額は単位漁獲量当たりの平均価格  に漁獲量  をかけたも
ので表わされる。そこから、操業にかかった費用    、投棄によって失われた低価格魚の価
値   、さらに、投棄にかかった費用   を引けばよいから 
 








                                         (3) 





制約条件①                                   (5) 
水揚げ量    は、魚倉容積 以下でなくてはならない。 
魚倉に入れた魚を全て港に持ち帰ったなら、      である。 
投棄をした、すなわち   なら、      である。 
魚倉容積よりも多く港に持ち帰ることはできない。 
 
制約条件②                                     (6) 
低価格魚の投棄量 は、低価格魚の漁獲量    以下でなくてはならない。 
低価格魚を全て投棄したなら、      である。 










          
          
             
   
 
   
 
       
 






よって、交点は    
 
   













はじめに、操業費用関数    について 3通りを想定した。 
 
①                                  (8) 
 は 1回の操業にかかる費用を表わす。 
 が増加すると、    は直線的に増加する。 
 
②               は定数                  (9) 
 が増加すると、    は指数関数的に増加する。 
 
③                 は定数                (10) 
 が増加すると、    は始めの内は急激に増加するが、次第に頭打ちになる。 
 
 




















                           
 
    




      は高価格魚の価格の下落速度を表すパラメータである。高価格魚の価格       は























 式(2)の  に式(11)を代入することで、高価格魚の価格関数を導入した、航海当たりの利益
のモデルを示すことができる。 
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 漁獲による収入から、操業による支出と投棄による支出を引くという基本的な形は


















限することで投棄を減らすことができるか、操業費用関数が       の場合を基に検討した。 
 
                                            (13) 
                  
  
  
                     (14) 
とおくと、航海当たりの利益は式(12)より 
 




漁期を    、航海回数をHとすると、航海当たりの操業日数が Eであるから 
 
                                         (16) 
これより、Hは 
                     
    
 




                          
                 
    
 
               
                           
 
 





第 3章 結果 
3-1.操業費用関数が直線の場合 
 
操業費用関数            の場合について考える。 
            が成り立つ条件、すなわち操業費用が収入を上回らない条件は 
        





                    
   
 






     が最適解で、最大利益は 
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                    (22) 
を満たすときは、投棄する場合が最適解となる。 
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投棄によって増加する利益は、漁船の魚倉容積 Bに比例して増加することがわかる。 
 






         のとき投棄は起こらないから 






          






     
 
  































      






      






     
 
  







                  
   
 






     が最適解で、利益は 
                      
 
 
                     (21) 
 
投棄する場合、   
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                       (27) 
とおく。ただし、 は定数とする。すると、式(21)は式(13)、式(14)より 
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と表わすことができる。これを微分すると 






       
 
 







       
 
 
   
             




      
 





   
 












         
             
   であるから、           である。 
          









   
              (30) 
また、曲線の頂点は 





   
 








   
 

















     であるから 















   















    
 
 
                (32) 
を満たすときは、投棄する場合が最適解となる。 
 





        が最適解で、最大利益は 
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    が最適解で、最大利益は 
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    が最適解で、最大利益は 
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式(30)に加え、    
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  であるから、 
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ここで 
                         
  
  
        
                            
                  
   であるから、               である。 
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また、 
                  
  
  






   




                     
  
  
     
 
   
 
 
               (43) 
 
 






 図 11.において曲線で表わされているのが      である。 が大きくなるにつれて   
 
   
 
は小さくなることがわかる。制約条件①と②を満たすには、   
 






















年 水揚量（トン） 価格（円/kg） 
1992 259,718  61 
1993 275,604  61 
1994 253,890  58 
1995 272,731  71 
1996 231,466  110 
1997 283,347  95 
1998 139,755  211 
1999 135,889  194 
2000 211,826  157 
2001 268,169  105 
2002 203,665  158 
2003 258,626  67 
2004 205,260  110 
2005 226,876  66 
2006 238,176  70 
2007 257,871  73 
2008 307,024  65 
































パラメータ 基準となる数値 単位 
  30 トン  日 
   0.3  
   0.7  
   100 千円  トン 
   50 千円  トン 
   3 千円  トン 
  50 トン 
  650 千円 日 
  1  
     100 日 
 
 




  ・  ：平成 22年サンマ太平洋北西部系群の資源評価によると、「サンマの寿命は約 2年で、
漁獲物は大型（体長 29cm以上）の 1歳魚と中小型（29cm未満）の 0歳魚に大別できる。
2005年以前は魚体選別機によるハイグレーディングが行われ、0歳魚が投棄されていたため、
漁獲物の大半が1歳魚であった。2006年以降、魚体選別機の使用が全面的に禁止されたため、
0歳魚の割合が増加し、2009年には全体の約 7割を占めている。」という。そこで、      、
      を標準と仮定した。 
 
  ・  ：2010年産地水産物流通調査を参考に、      、     と仮定した。このときの
平均価格           は 65千円  トンである。 
 








 ：1 日の操業にかかる費用を表す。平成 21 年度漁業経営調査報告を見ると、年間の労務費
43,869 千円、油費 23,378 千円とある。これらを足して、1 日あたりの操業費用を 650 千円
と仮定した。 
 
 ：平成 21 年度漁業経営調査報告を参考に、   と仮定し、   の場合との比較を行っ
た。 
 
    ：漁期の長さで、この日数を超えて操業することはできない。平成 21 年度漁業経営調
査報告を参考に、        と仮定した。 
 
 





(1)   のとき 
卓越年級群の発生を想定し、漁獲物中の高価格魚の割合    が変化した場合に、航海当た
りの利益と投棄量がどのように変化するかグラフで示した。1日当たりの漁獲量   が 30ト
ンの場合と 50トンの場合について試算した。 
 
図 13. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
 






































































0.1 1,667 0 0 
0.2 1,917 0 0 
0.3 2,167 0 0 
0.4 2,417 0 0 
0.5 2,683 50 17 
0.6 3,094 33 178 
0.7 3,388 21 221 
0.8 3,608 13 192 
0.9 3,780 6 113 
 
 









0.1 2,100 0 0 
0.2 2,350 0 0 
0.3 2,600 0 0 
0.4 3,150 75 300 
0.5 3,550 50 450 
0.6 3,817 33 467 
0.7 4,007 21 407 
0.8 4,150 13 300 





1日当たりの漁獲量   が変化した場合に、航海当たりの利益と投棄量がどのように変化す




図 15. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
 



































































10 0 0 0 
15 1,083 0 0 
20 1,625 0 0 
25 1,950 0 0 
30 2,167 0 0 
35 2,321 0 0 
40 2,438 0 0 
45 2,528 0 0 
50 2,600 0 0 
 
 









10 750 0 0 
15 1,833 0 0 
20 2,375 0 0 
25 2,733 33 33 
30 3,094 33 178 
35 3,352 33 281 
40 3,546 33 358 
45 3,696 33 419 





(2)   のとき 
卓越年級群の発生を想定し、漁獲物中の高価格魚の割合    が変化した場合に、航海当た
りの利益と投棄量がどのように変化するかグラフで示した。1日当たりの漁獲量   が 30ト
ンの場合と 50トンの場合について試算した。 
 
図 17. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
 






































































0.1 1,667 0 0 
0.2 1,917 0 0 
0.3 2,167 0 0 
0.4 2,417 0 0 
0.5 2,667 0 0 
0.6 3,044 33 128 
0.7 3,338 21 171 
0.8 3,558 13 142 
0.9 3,730 6 63 
 
 







0.1 2,100 0 0 
0.2 2,350 0 0 
0.3 2,600 0 0 
0.4 3,100 75 250 
0.5 3,500 50 400 
0.6 3,767 33 417 
0.7 3,957 21 357 
0.8 4,100 13 250 





1日当たりの漁獲量   が変化した場合に、航海当たりの利益と投棄量がどのように変化す




図 19. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
 




































































10 0 0 0 
15 1,083 0 0 
20 1,625 0 0 
25 1,950 0 0 
30 2,167 0 0 
35 2,321 0 0 
40 2,438 0 0 
45 2,528 0 0 
50 2,600 0 0 
 
 







10 750 0 0 
15 1,833 0 0 
20 2,375 0 0 
25 2,700 0 0 
30 3,044 33 128 
35 3,302 33 231 
40 3,496 33 308 
45 3,646 33 369 









































































0.1 100,000 0 0 
0.2 115,000 0 0 
0.3 130,000 0 0 
0.4 145,000 0 0 
0.5 160,000 0 0 
0.6 175,000 0 0 
0.7 190,000 0 0 
0.8 205,000 0 0 










10 0 0 0 
15 32,500 0 0 
20 65,000 0 0 
25 97,500 0 0 
30 130,000 0 0 
35 162,500 0 0 
40 195,000 0 0 
45 227,500 0 0 
























げられる。本研究のサンマ漁業のデータを用いた試算では、            として行った
が、             の場合は努力量の増加にともなって、操業費用が指数関数的に増大す
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